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( 福 利 厚 生 課 )議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則の一
部を改正する規則

151

告 示

(金)

毎週火・金曜日発行

平成31年3月15日

第　3091　号

38

三重県公報

規 則

2

大規模小売店舗立地法の規定による意見の概要

40

同件 ( 同 ) 38

開発行為に関する工事の完了

公 告

( 公 共 用 地 課 )公共測量が終了した旨の通知

39

人 事 委 公 告

平成30年度後期技能検定特級､1級､2級及び3級に合格した者 ( 雇 用 対 策 課 ) 39

9

(中小企業・サービ
ス産業振興課)

( 建 築 開 発 課 )

150

40

人 事 委 告 示

2 口頭により開示請求をすることができる個人情報の指定の一部を改正する告
示

( 人 事 委 員 会 )
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議 会 の 議 員 そ の 他 非 常 勤 の 職 員 の 公 務 災 害 補 償 等 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 し

ま す 。 

平 成 三 十 一 年 三 月 十 五 日 

                          三 重 県 知 事  鈴  木  英  敬   

三 重 県 規 則 第 九 号 

   議 会 の 議 員 そ の 他 非 常 勤 の 職 員 の 公 務 災 害 補 償 等 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 

 議 会 の 議 員 そ の 他 非 常 勤 の 職 員 の 公 務 災 害 補 償 等 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 （ 昭 和 四 十 三 年 三 重 県 規 則 第 九 号 ） の

一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。 

 次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。 

改  正  後 改  正  前 

目 次 目 次 

第 一 章 ～ 第 三 章 （ 略 ） 第 一 章 ～ 第 三 章 （ 略 ） 

第 四 章 雑 則 （ 第 二 十 三 条 ― 第 二 十 六 条 ） 第 四 章 雑 則 （ 第 二 十 三 条 ― 第 二 十 五 条 ） 

附 則 附 則 

（ 災 害 の 報 告 ） （ 災 害 の 報 告 ） 

第 三 条 実 施 機 関 の 指 定 す る 機 関 （ 以 下 「 指 定 機 関 」

と い う 。 ） の 長 は 、 そ の 所 管 に 属 す る 職 員 に つ い

て 公 務 又 は 通 勤 に よ り 生 じ た と 認 め ら れ る 災 害 が

発 生 し た と き は 、 す み や か に 書 面 で そ の 旨 を 当 該

実 施 機 関 に 報 告 し な け れ ば な ら な い 。 負 傷 し 、 若

し く は 疾 病 に か か つ た 職 員 又 は 死 亡 し た 職 員 の 遺

族 か ら そ の 災 害 が 公 務 又 は 通 勤 に よ り 生 じ た 旨 の

申 出 が あ つ た と き も 、 同 様 と す る 。 

第 三 条 実 施 機 関 の 指 定 す る 機 関 （ 以 下 「 指 定 機 関 」

と い う 。 ） の 長 は 、 そ の 所 管 に 属 す る 職 員 に つ い

て 公 務 又 は 通 勤 に よ り 生 じ た と 認 め ら れ る 災 害 が

発 生 し た と き は 、 す み や か に 書 面 で そ の 旨 を 当 該

実 施 機 関 に 報 告 し な け れ ば な ら な い 。 

（ 通 知 ） （ 通 知 ） 

第 四 条 実 施 機 関 は 、 条 例 第 三 条 第 二 項 の 規 定 に よ

る 通 知 は 、 次 に 掲 げ る 事 項 を 記 載 し た 書 面 に よ り

行 わ な け れ ば な ら な い 。 

 一 実 施 機 関 の 長 の 職 氏 名 

 二 職 員 の 氏 名 

 三 傷 病 名 

 四 災 害 発 生 年 月 日 

 五 公 務 上 の 災 害 又 は 通 勤 に よ る 災 害 で な い と 認

定 し た 理 由 （ 実 施 機 関 が 公 務 上 の 災 害 又 は 通 勤

に よ る 災 害 で な い と 認 定 し た 場 合 に 限 る 。 ） 

第 四 条 実 施 機 関 は 、 条 例 第 三 条 第 二 項 の 規 定 に よ

る 通 知 は 、 書 面 に よ り 行 な わ な け れ ば な ら な い 。 

（ 補 償 の 決 定 通 知 等 ） 

第 十 条 実 施 機 関 は 、 第 八 条 に 規 定 す る 請 求 書 を 受

理 し た と き は 、 こ れ を 審 査 し 、 補 償 に 関 す る 決 定

を 行 い 、 す み や か に 書 面 で そ の 決 定 に 関 し 請 求 者

に 通 知 を す る と と も に 、 補 償 を 行 わ な け れ ば な ら

な い 。 

（ 補 償 の 決 定 通 知 等 ） 

第 十 条 実 施 機 関 は 、 第 八 条 に 規 定 す る 請 求 書 を 受

理 し た と き は 、 こ れ を 審 査 し 、 補 償 に 関 す る 決 定

を 行 な い 、 す み や か に 書 面 で そ の 決 定 に 関 し 請 求

者 に 通 知 を す る と と も に 、 補 償 を 行 な わ な け れ ば

な ら な い 。 

（ 指 定 機 関 の 長 の 助 力 等 ） 

第 二 十 四 条 補 償 を 受 け る べ き 者 が 、 事 故 そ の 他 の

理 由 に よ り 、 み ず か ら 補 償 の 請 求 そ の 他 の 手 続 を

行 う こ と が 困 難 で あ る 場 合 に は 、 指 定 機 関 の 長 は 、

そ の 手 続 を 行 う こ と が で き る よ う に 助 力 し な け れ

（ 指 定 機 関 の 長 の 助 力 等 ） 

第 二 十 四 条 補 償 を 受 け る べ き 者 が 、 事 故 そ の 他 の

理 由 に よ り 、 み ず か ら 補 償 の 請 求 そ の 他 の 手 続 を

行 な う こ と が 困 難 で あ る 場 合 に は 、 指 定 機 関 の 長

は 、 そ の 手 続 を 行 な う こ と が で き る よ う に 助 力 し

規 則 
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ば な ら な い 。 

２ ・ ３ （ 略 ） 

な け れ ば な ら な い 。 

２ ・ ３ （ 略 ） 
第 二 十 四 条 の 二 （ 略 ） 第 二 十 四 条 の 二 （ 略 ） 

 （ 審 査 の 申 立 て の 教 示 ） 

第 二 十 五 条 実 施 機 関 は 、 条 例 第 三 条 第 二 項 又 は 第

十 条 の 規 定 に 基 づ く 通 知 を す る と き は 、 第 二 十 二

条 に 定 め る と こ ろ に よ り 審 査 の 申 立 て を す る こ と

が で き る 旨 を 教 示 す る も の と す る 。 

 

第 二 十 六 条 （ 略 ） 第 二 十 五 条 （ 略 ） 

第 二 号 様 式 か ら 第 四 号 様 式 の 三 ま で を 次 の よ う に 改 め る 。 
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第 2号様式（第 8条関係） 
 

療 養 補 償 請 求 書 

 請求
回数 第 回 

実施機関の長の職・氏名 

宛て  

下記の療養補償を請求します。 

請求年月日 年   月   日  

請求者の住所 

氏 名        〇印   

補償費用の受領委任 

 この請求書による療養補償の費用の受領を   に委任します。 

氏 名        〇印   

委任に基づく支払請求 

 上記委任に基づき、この請求書による療養補償の支払を請求します。 

支払請求者の住所           

氏      名        〇印   

１所属部局 

２氏  名 ３職  種 

年  月  日生  ４ 負傷又は発
病年月日  年  月  日  

５診  料  費 内訳は「医師の証明」欄記載のとおり 円 

６看  護  料 
□看護師 
□付添人 
□その他 

  年  月  日から
  年  月  日まで  日間 円 

７移  送  費 

交通費 
   から  まで  キロメートル □片道

□往復  回 
円 

その他の移送費 円 

８ 上記以外の療養
費 円 

９ 療養補償請求金
額 円 

10 添付する書類そ
の他の資料名  

  

１１
送
金
希
望
の
場
合 

振 込 先 銀行   支店 
 ※受  理 年   月   日 

預 金 科 目 □普通預金□当座預金 
 ※決  定 年   月   日 

振
込
口
座 

口 座 
番 号  

 ※支  払 年   月   日 

預 金 
名義者  

 ※決定金額 円 
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※12医師の証明 

傷病名 診療費の内訳 １点単価  円  

項 目 内 訳 と 記 入 欄 金額（円） 

診

察 

初 診   

再 診  

往 診  

療 養 指 導  

傷病の経過 投

薬 

内

用 

普通薬 薬名及び使用量 
 

特殊薬  

外
用 

種 類  

注
射 

種 類 回数等  

処
置 

処置名 回数等  

手
術 

手術名 回数等 
年  月  日  

 

検
査 

検査名 回数等   施行年月日  

レ
ン
ト
ゲ
ン 

透 視 診 断 フイルムの大きさ、枚数等 
 

写 真 診 断  

撮 影  

  

現在の状態 
年 月 日 

□治ゆ □死亡 
□中止 □継続中
□転医 

理学
療法 

療法名 回数等  

そ
の
他 

   

診療期間 

年 月 日から 
年 月 日まで 

日間 

診療日数   日 

入

院 

入 院 期 間 年   月   日から 
年   月   日まで 

 

看 護 □１類 □２類 □３類  

給 食 □基準給食 □普通給食 □無  

寝具その他   

診療費の合計                   円   

 上記の事項は、事実と相違ないことを証明します。 
      年  月  日 

病院又は
診療所 ｛

所在地
名 称
医師氏名        〇印

  

 

規格Ａ4 
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（注） 

  １ 請求者は、※印の欄は記入しないこと。該当する□にレ印を記入すること。 

  ２ 「補償費用の受領委任」の欄は、診療に当たつた医師又は医療機関に補償費用 

の受領を委任しようとする場合にのみ記載し、その他の場合には記入しないこと。 

  ３ 「６看護料」及び「７移送費」については、費用の領収書及び明細書を添付す 

ること。 

４ 「８上記以外の療養費」の欄は、入院料に食事代を含まない場合の食事料並び 

 に療養に必要な治療材料等の名称、数量及び費用を記入し、その領収書及び明細 

 書を添付すること。 

  ５ 「11送金希望の場合」の欄は、当該補償の支給が決定されたときその支払方法 

について銀行送金を希望する場合に記入すること。 

  ６ 「※12医師の証明」欄の記入にかえて同様事項を記載した医師、歯科医師又は 

柔道整復師の証明書を添付してもよい。 
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第 3号様式（第 8条関係） 

 休 業 補 償 請 求 書 請求
回数 

第 回 

実施機関の長の職・氏名 

宛て  

 下記の休業補償を請求します。 

請求年月日 年   月   日  

請求者の住所 

氏 名        〇印   

１所属部局 

２氏  名 
３職  種 

年  月  日生  ４ 負 傷 又 は 
発病年月日 

年  月  日  

５請求日数 年  月  日から 
年  月  日まで 

のうち   日 全部休業日数   日  
一部休業日数   日  

６一部休業した日に得ることができた給与その他の収入の額 
 (１)給与の総額                            円 
 (２)その他の収入の総額                        円 
※７  ５及び６(１)については、上記のとおりであることを証明します。 

      年  月  日 
所 在 地           
名  称           
長の職氏名        〇印   

所属部
局の長
の証明 

８ 全部休業した
日についての
計算 

（補償基礎額）（請求日数）（全部休業した日に支
払われた給与の総額） 

(Ａ)    円×    × 60――100－    円＝    円 
休業
補償
金額
の計
算 
 

一部休業した
日についての
計算 

（補償基礎額）（請求日数）（一部休業した日に支
払われた給与の総額） 

(Ｂ)(     円×   －    円)× 60――100 ＝    円 

９休業補償請求金額 (Ａ)＋(Ｂ)                     円 

10厚生年金保険法等
の適用関係 

 

□   の被保険者である。 □被保険者でない。 

※11  
傷病名 
 

現在の状態   年  月  日 
□治ゆ□死亡□中止□継続中□転医 
□治ゆ□死亡□中止□継続中□転医 

医
師
の
証

明 

請求日数のうち療養のため勤務するこ
とができなかつたと認められる日数 

年  月  日から
年  月  日までのうち 日 

勤務することができなかつたと認め
られる理由 

 上記のとおりであることを証明します。 

      年  月  日 
所 在 地           
名  称           
医師氏名        〇印   

   
12 添付する書類その他 
の資料名 

 

    
13 振 込 先 銀行   支店  ※受   理 年   月   日 

送金
希望
の場
合 
 

預金科目 □普通預金□当座預金  ※決   定 年   月   日 

振
込
口
座 
 

口座 
番号 

  ※支   払 年   月   日 

預金 
名義者 

  ※決定金額 
円 

 
 規格Ａ4  
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（注）  

  １ 請求者は、※印の欄は記入しないこと。該当する□にレ印を記入すること。 

  ２ 「５請求日数」の欄中、全部休業日数の項目には、勤務その他の業務に従事する

ことができず、このため給与その他の収入を全く得ることができなかつた日の数

を、一部休業日数の項目には勤務その他の業務に一部従事することができ、このた

め給与その他の収入（資産に基づく収入を除く。）の一部を得ることができ、かつ

その得た給与その他の収入の額が補償基礎額以下であつた日の数を記入すること。 

  ３ 「10 厚生年金保険法等の適用関係」の欄には、請求する休業補償の同一の事由

により議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例（以下「条

例」という。）附則第 5 条第 2 項の表の上欄に掲げる年金たる給付を受ける者であ

るときは、「  の被保険者である。」にその適用を受ける法令の名称を記入するこ

と。 

 なお、この請求書を提出するときに、その年金の種類、年額、支給開始年月、年 

金証書の記号番号及び所轄年金事務所名等を記載した書類を添付すること。また、

この請求書に係る年金の支給決定後に条例附則第 5条第 2項の表の上欄に掲げる年

金たる給付を受けることとなつた場合には、速やかにその旨を書類で報告するこ

と。 

４ 「※11医師の証明」の欄は、入院中の場合のように、すでに療養補償請求書等に

よつて療養のため勤務できないことが明らかに認められるときには、この請求書に

おいて重ねて医師の証明を求めて記載する必要はない。 

  ５ 「13 送金希望の場合」の欄は、この請求に係る補償の支給が決定されたとき、

その支払方法について銀行送金を希望する場合に記入すること。 

 

平成31年3月15日 三　重　県　公　報 第　3091　号

8



 

第 4号様式（第 8条関係） 
 

障 害 補 償 年  金
一 時 金 請 求 書 

実施機関の長の職・氏名 

宛て  

 下記の障害補償を請求します。 

請求年月日 年  月  日  

請求者の住所 

氏 名             〇印   

１所属部局 

２氏  名 

年  月  日生 

３職  種 

４負 傷 又 は
発病年月日   年  月  日 

５治ゆ年月日 

年  月  日  

６障害の部位及びその程度 

７既存障害とその程度 

８障 害 等 級  第    級    号 

９障害補償請求金額 
     補償基礎額   日数 

 □年 金
□一時金      ×      ＝      円 

10
厚生年金保険法

等 の 適 用 関 係
  □    の被保険者である。  □被保険者でない。 

11添付する書類その
他の資料名   

 

１２ 

送

金

希

望

の

場

合 

振 込 先    銀行    支店 
 ※受    理 年  月  日 

 ※決    定 年  月  日 

預金科目 □普通預金 □当座預金 
 ※支    払 

(一時金の場合) 
年  月  日 

 ※障 害 等 級 第 級 号 

振

込

口

座 

口 座
番 号   ※年金証書の番号 第 号 

 ※支給開始年月 年   月 
預 金
名義者  

 

 ※決 定 金 額 □年 金 
□一時金 

円 

規格Ａ4   
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（注）  

   １ 請求者は、※印の欄は記入しないこと。該当する□にレ印を記入すること。 

   ２ 「６障害の部位及びその程度」の欄の記入事項が添付する診断書の記載事項と

同じであるときは、「診断書のとおり」と記入すること。 

   ３ 「７既存障害とその程度」の欄は、新たに既存の障害の程度を加重した場合に

記入するものとし、既存障害について障害補償を支給された場合は、その該当す

る障害等級を明記すること。 

   ４ 「10 厚生年金保険法等の適用関係」の欄は、障害補償年金を受けようとする

者が記入するものであり、請求者が請求する障害年金と同一の事由により議会の

議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例（以下「条例」とい

う。）附則第 5 条第 1 項の表の中欄に掲げる年金たる給付を受ける者であるとき

は、「       の被保険者である。」にその適用を受ける法令の名称を記入

すること。 

     なお、この請求書を提出するときに、その年金の種類、年額、支給開始年月、

年金証書の記号番号及び所轄年金事務所名等を記載した書類を添付すること。ま

た、この請求書に係る年金の支給決定後に条例附則第 5条第 1項の表の中欄に掲

げる年金たる給付を受けることとなつた場合には、速やかにその旨を書類で報告

すること。 

   ５ 「12 送金希望の場合」の欄は、この請求に係る補償の支給が決定されたとき、

その支払方法について銀行送金を希望する場合に記入すること。 

   ６ この請求書には、治ゆの時期の決定及び障害等級の決定に必要な医師の診断書、

Ｘ線写真その他の書類及び資料を添付すること。 
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第 4号様式の 2（第 8条関係） 
 
 

障害補償年金差額一時金請求書 

実施機関の長の職・氏名 

宛て  

 下記の障害補償年金差額一時金を請求

します。 

請求年月日   年   月   日 

請求者の住所 

氏名          〇印   

死亡した障害補償年金の
受給権者との続柄又は関係 

１死亡した
障害補償
年金の受
給権者に
関する事
項 

所属部局 
 

氏 名  職 種  

死  亡
年 月 日 

 年金証書
の 番 号 第       号 

死亡時の
障害等級 

 既存障害と
そ の 程 度 

 

２障害補償

年金差額

一時金請

求金額の

計算等 

受給権者の氏名 死亡職員との
続柄又は関係 支給された年

金の額の合計 円 
  
  

支給された前
払一時金の額 円 

  
  

（補償基礎額） （乗ずべき数） （
支給された年金
及び前払一時金
の額の合計 ） 

       円×      －       円 

×
１

――――――――――
請求者の数

＝      円 

３障害補償
年金差額
一時金の
請求金額 

円      

     

送

金

希

望

の

場

合 

振 込 先 銀行    支店 

 ※受  理 年  月  日 

 ※決  定 年  月  日 

預 金 科 目 □普通預金 □当座預金 

 ※支  払 年  月  日 

 ※障害等級 第 級 号 

振

込

口

座 

口 座 
番 号  

 ※年金証書
の 番 号 第 号 

 ※支給開始
年 月 年   月 

預 金 
名義者  

 
 ※決定金額 円 

                                   規格Ａ4 
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（注）  

   １ 請求者は、※印の欄には記入しないこと。該当する□にレ印を記入すること。 

   ２ 「１死亡した障害補償年金の受給権者に関する事項」の「既存障害とその程

度」の欄には、既存の障害の程度を加重した場合にのみ記入するものとし、既存

障害について障害補償を支給された場合は、その該当する障害等級を明記するこ

と。 

   ３ 「２障害補償年金差額一時金請求金額の計算等」の「死亡職員との続柄又は関

係」の欄には、その者が請求者であるときは〇請、その者が死亡した障害補償年金

の受給権者と生計を同じくしていた者であるときは〇生と、併せて記入すること。

また、「（乗ずべき数）」には障害等級に応ずる議会の議員その他非常勤の職員の

公務災害補償等に関する条例附則第 2条の 3第 1項の表の下欄に掲げる補償基礎

額に乗ずべき数をそれぞれ記入すること。 

   ４ この請求書には、次に掲げる書類を添付すること。ただし、この請求書の提出

前に他の補償の請求に関し、既に提出されている書類又はその写しについては、

添付の必要はないこと。 

    (１) 障害補償年金の受給権者の死亡診断書、死体検案書、検死調書その他当該

障害補償年金の受給権者の死亡の事実を証明する書類又はその写し 

    (２) 請求者と死亡した障害補償年金の受給権者との続柄又は関係に関する市町

村長の発行する証明書 

    (３) 請求者が婚姻の届出をしていないが、障害補償年金の受給権者の死亡の当

時事実上婚姻関係と同様の事情にあつた者であるときは、その事実を認める

ことのできる書類 

    (４) 請求者が、障害補償年金の受給権者の死亡の当時その者と生計を同じくし

ていた配偶者、子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹であるときは、障害補償

年金の受給権者の死亡の当時生計を同じくしていた事実を認めることのでき

る書類 

    (５) 請求者が配偶者以外の者であるときは、他に先順位者のないことを証明す

る書類 

    (６) 請求者が、死亡した障害補償年金の受給権者の遺言又はその任命権者に対

する予告により特に指定された者であるときは、これを証明する書類 
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第 4号様式の 3（第 8条関係） 
 

障害補償年金前払一時金請求書 

実施機関の長の職・氏名 

宛て  

 下記の障害補償年金前払一時

金を請求します。 

請求年月日 年   月   日  

請求者の住所 

    氏名              〇印   

１ 障害等級 第             級 

２ 既存障害とその
程度 

 

３ 障害補償年金の
支給決定に関す
る通知を受けた
年月日 

年   月   日  

４ 年金証書の番号 第             号 

５ 障害補償年金前
払一時金の申出
を行つた月まで
の期間に係る障
害補償年金の額
の合計額 

      年    月分から 

      年    月分まで 

円 

６ 請求者が選択す

る障害補償年金

前払一時金の請

求金額の計算等 

□障害補償年金前払一時
金の限度額 

(１) 限度額を選択した場合 

（補償基礎額）（乗ずべき数） 

円×   ＝     円 

(２) 限度額以外を選択した場合

（補償基礎額） 

円×  日分＝    円 

補償
基礎
額の 

□1,200日分 

□1,000日分 

□ 800日分 

□ 600日分 

□ 400日分 

□ 200日分 

に相
当す
る額 

請 求 金 額                   円  
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送

金

希

望

の

場

合 

振 込 先 銀行    支店 
 ※ 受 理 年  月  日 

 ※ 決 定 年  月  日 

預  金
科 目 

□普通預金 □当座預金 

 
 ※ 支 払 年  月  日 

 ※ 障 害 等 級 第 級 号 

振

込

口

座 

口 座
番 号  

 

 
※ 年 金 証 書
の 番 号 第 号 

 ※ 支 給 開 始
年 月 年   月 

預 金
名義者  

 

 ※ 決 定 金 額 円 

                                   規格Ａ4 

（注）  

   １ 請求者は、※印の欄には記入しないこと。 

   ２ 「２既存障害とその程度」の欄には、新たに既存の障害の程度を加重した場合 

にのみ記入するものとし、既存障害について障害補償を支給された場合は、その 

該当する障害等級を明記すること。 

   ３ 「５障害補償年金前払一時金の申出を行つた月までの期間に係る障害補償年金 

の額の合計額」の欄には、障害補償年金の最初の支払に先立つて申し出る場合は 

記入しないこと。 

   ４ 「６請求者が選択する障害補償年金前払一時金の請求金額の計算等」の欄につ 

いては、請求者が選択する□にレ印を記入すること。 
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 第 六 号 様 式 を 次 の よ う に 改 め る 。  
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 第 6号様式（第 8条関係） 

 
遺 族 補 償 年 金 請 求 書 

実施機関の長の職・氏名 

宛て 

 下記の遺族補償年金を請求しま

す。 

請求年月日 年  月  日  

請求者(代表者)
の 住 所 

氏    名 
職員との続柄            〇印  

１ 所属部局 

死 亡
職 員
に 関
す る
事 項 
 

氏  名 
年  月  日生  

職  種 

死亡年月日 
           年     月     日 
厚生年金保険法 
等の適用関係  

□        の被保険者であつた。 
□被保険者でなかつた。 

２請求の事由 
□職員の死亡  □先順位者の失権  □胎児であつた子の出生 
□先順位者の所在不明 

３ 氏    名 生年月日 住    所 死亡職員
との続柄 備    考 

請求者
及び遺
族補償
年金を
受ける
ことが
できる
遺族 
 
 

     

     

     

     

４ 氏    名 生年月日 住     所 死亡職員
との続柄 備    考 

既に遺
族補償
年金を
受けて
いる者 
 
 

     

     

     

５
遺族補償年
金請求年額
の計算

 補償基礎額×乗ずべき数× １      
請求者の数

＝        円  

６
遺族補償年

金請求年額
 

請求者が１人の場合
又は代表者を選任し
ない場合 

円  

代表者を選任した場
合 

５の請求年額 請求者の数 
      ×     ＝     円  

７添付する書類そ
の他の資料名  
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８ 振 込 先     銀行   支店 
 ※ 受 理 年  月  日  

 

送
金
希
望
の
場
合 

 ※ 決 定 年  月  日  

預金科目 □普通預金 □当座預金 
 
 ※ 年金証書

の 番 号 
第       号  

振
込
口
座 

口 座
番 号 

 
 ※ 支給開始

年 月 
年   月  

 ※  

決定金額 

□請求者が１人の場合又
は代表者を選任しない
場合 

□代表者を選任した場合 
円 

預 金
名義者  

 

                               規格Ａ4  
  

（注）  

   １ 請求者は、※印の欄は記入しないこと。該当する□にレ印を記入すること。 

   ２ 「１ 死亡職員に関する事項」の欄中「厚生年金保険法等の適用関係」の項目

には、死亡職員又は請求者が議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に

関する条例（以下「条例」という。）附則第 5 条第 1 項の表の中欄に掲げる年金

たる給付を受ける者であるときは、「        の被保険者であつた。」

に、その適用を受ける法律の名称を記入すること。 

     なお、この請求書を提出するときに、その年金の種類、年額、支給開始年月、

年金証書の記号番号及び所轄年金事務所名等を記載した書類を添付すること。ま

た、この請求書に係る年金の支給決定後に条例附則第 5条第 1項の表の中欄に掲

げる年金たる給付を受けることとなつた場合には、速やかにその旨を書類で報告

すること。 

   ３ 「３ 請求者及び遺族補償年金を受けることができる遺族」の欄の備考には、

その者が請求者であるときは○請、その者が代表者であるときは○代、その者が妻

で、障害等級第 7級以上の重度障害の状態にあるときは○請○重、その者が障害等級

第 7級以上の重度障害の状態にあるときは○重、また、その者が請求者と生計を同

じくしているときは○生と明記すること。 

   ４ 「４ 既に遺族補償年金を受けている者」の欄は、この記載の事由が職員の死

亡以外の場合に記入すること。 

５ この請求書には、次に掲げる書類を添付すること。ただし、この請求書の提出

前に、当該補償の事由となつた職員の死亡にかかる遺族補償年金の支給が行われ

ていたときは、次の（１）及び（３）に掲げる書類は添付する必要がない。 

（１） 職員の死亡診断書、死体検案書、検視調書その他職員の死亡の事実及び

その死亡が公務又は通勤により生じたものであることを証明する書類又は
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その写し 

（２） 請求者及び請求者以外の遺族補償年金を受けることができる遺族の氏

名、本籍及び職員との続柄に関する市町村長又は区長の発行する証明書

（戸籍の謄本又は抄本でもよい。） 

（３） 請求者及び請求者以外の遺族補償年金を受けることができる遺族が職員

 の死亡の当時その収入によつて生計を維持していた事実を認めることので

 きる書類 

（４） 請求者が、婚姻の届出をしていないが、職員の死亡の当時事実上婚姻関

 係と同様の事情にあつた者であるときは、その事実を認めることのできる

 書類 

    （５） 請求者又は請求者以外の遺族補償年金を受けることができる遺族が、障

 害等級第 7級以上の重度障害の状態にある者であるときは、その者が職員

 の死亡の当時から引き続きその重度障害の状態にあることを証明する医師

 の診断書その他の書類及び資料 

    （６） 請求者以外の遺族補償年金を受けることができる遺族が請求者と生計を

 同じくしているときは、その事実を認めることのできる書類 

    （７） 受給権者が妻で、他に遺族補償年金を受けることができる遺族がない場

 合において、その者が条例第 12 条第 1 項第 4 号に規定する重度障害の状

態にあるものについては、その重度障害の状態にあることを証明する医師の

診断書その他の書類及び資料 

    （８） 災害が第三者の行為によつて生じたものであるときは、その事実、第三

 者の氏名及び住所（第三者の氏名及び住所がわからないときは、その旨）

 を記載した書類 

    （９） 請求者が 2人以上ある場合で代表者を選任したときは、代表者以外の請

 求者の同意書等、その者が代表者であることを認めることができる書類。

 また、代表者を選出しないときは、その理由を記載した書類 

６ 「８ 送金希望の場合」の欄は、当該補償の支給が決定されたとき、その支払 

方法について銀行送金を希望する場合に記入すること。 
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 第 八 号 様 式 か ら 第 十 号 様 式 ま で を 次 の よ う に 改 め る 。  
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第 8号様式（第 8条関係） 
 

遺 族 補 償 一 時 金 請 求 書 

実施機関の長の職・氏名 

宛て  

 下記の遺族補償一時金を請求します。 

請求年月日 年  月  日  

請求者の住所 

氏  名            〇印   

職員との続
柄又は関係 

１ 
所属部局 

死亡
職員
に関
する
事項 
 

氏  名 
年  月  日生   

職  種 

死亡年月日 年    月    日       

２ 
受給権者の氏名 生年月日 

死亡職員
との続柄
又は関係 

補償
基礎
額  

乗ず
べき
数  

支給され
た年金及
び前払一
時金の額
の総計 

 

遺
族
補
償
一
時
金
請
求
額
の
計
算 

    

    

（  ×  －    ）× １ 
請求
者の
数  

＝ 円    

   

遺族
補償
年金
が支
給さ
れて
いた
場合 

年金の受給権者であつた 
者の氏名 年金証書の番号 支給された年金及び前

払一時金の額の合計 
  円  

  円  

  円  

総             計 円  

３ 遺族補償一時金請
求額 円  

４ 添付する書類その
他の資料名 

 

     

５
送
金
希
望
の
場
合 

振 込 先 銀行    支店 
 
※受  理   年  月  日 

預 金 科 目 □普通預金  □当座預金 
 
※決  定   年  月  日 

振
込
口
座 

口 座 
番 号  

 
※支  払 年  月  日 

預 金 
名義者  

 
※決定金額 円 

規格Ａ4  
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（注） 

   １ 請求者は、※印の欄は記入しないこと。該当する□にレ印を記入すること。 

   ２ 「２遺族補償一時金請求額の計算」の欄の「受給権者の氏名」の項は、すべて

の受給権者について記入すること。 

３ 「２遺族補償一時金請求額の計算」の欄の「遺族補償年金が支給されていた場

合」の欄は、この請求書の提出前に当該補償の事由となつた職員の死亡に係る遺

族補償年金の支給が行われていた場合に記入すること。 

４ この請求書には、次に掲げる書類を添付するものとする。ただし、この請求書

の提出前に、当該補償の事由となつた職員の死亡に係る遺族補償年金の支給が行

われていたときは、次の（１）に掲げる書類を添付する必要はない。 

（１） 職員の死亡診断書、死体検案書、検視調書その他職員の死亡の事実及び

その死亡が公務又は通勤により生じたものであることを証明する書類又は

その写し 

（２） 請求者の氏名、本籍及び職員との続柄又は関係に関する市町村長又は区

長の発行する証明書（戸籍の謄本又は抄本でもよい。） 

（３） 請求者が、婚姻の届出をしていないが、職員の死亡の当時事実上婚姻関

係と同様の事情にあつた者であるときは、その事実を認めることのできる

書類 

（４） 職員の死亡に係る遺族補償年金を受けることができる遺族がなく、か

つ、請求者に先順位者のないことを証明する書類 

（５） 請求者が職員の収入によつて生計を維持していた子、父母、孫、祖父母

及び兄弟姉妹である場合は、職員の死亡の当時その収入によつて生計を維

持していた事実を認めることのできる書類 

（６） 請求者が配偶者、職員の収入によつて生計を維持していた子、父母、

孫、祖父母及び兄弟姉妹以外の者で、主として職員の収入によつて生計を

維持していた者であるときは、職員の死亡の当時主としてその収入によつ

て生計を維持していた事実を認めることのできる書類 

（７） 請求者が、職員の遺言又はその任命権者に対する予告により、特に指定

された者であるときは、これを証明する書類 

    （８） 災害が第三者の行為によつて生じたものであるときは、その事実、第三

者の氏名及び住所（第三者の氏名及び住所がわからないときは、その旨）

を記載した書類 

    （９） その他必要な書類 

５ 「５送金希望の場合」の欄は、当該補償の支給が決定されたとき、その支払方

法について銀行送金を希望する場合に記入すること。 

平成31年3月15日 三　重　県　公　報 第　3091　号

21



 

第 9号様式（第 8条関係） 
 

葬 祭 補 償 請 求 書 

実施機関の長の職・氏名 

宛て  

下記の葬祭補償を請求します。 

請求年月日 年  月  日  

請求者の住所 

氏   名           〇印  

職員との続
柄又は関係 

１ 
所属部局 

死亡
職員
に関
する
事項 
 

氏  名 
年  月  日生   

職  種 

死亡年月日 年   月   日      

２ 葬祭補償請求金額 

補償基礎額 
         × 60 ＝         円 
  

円＋（ 
補償基礎額 
     ×30 ）＝      円 

  ３ 添付する書類その
他の資料名 

 

       

４ 振込先    銀行   支店  
 

※受  理 年  月  日  

送
金
希
望
の
場
合 

預金科目 □普通預金 □当座預金 
 

※決  定 年  月  日  

振
込
口
座 

口座 
番号 

  
※支  払 年  月  日  

預金 
名義者 

  
※決定金額 円  

規格Ａ4   

 （注） 

   １ 請求者は、※印の欄は記入しないこと。該当する□にレ印を記入すること。 

   ２ 「４送金希望の場合」の欄は、当該補償の支給が決定されたとき、その支払方

法について銀行送金を希望する場合に記入すること。 

   ３ この請求書には、葬祭を行つた事実を認めることのできる書類を添付するこ

と。 
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第 10号様式（第 8条関係） 
 

未 支 給 の 補 償 請 求 書 

実施機関の長の職・氏名 

宛て  

 下記の未支給の補償の支給を請求しま

す。 

請求年月日 年  月  日 

請求者の住所 

氏  名            〇印  

死亡した受給
権者との続柄 

１ 
死亡した

受給権者 

氏 名  

死亡年月日         年    月    日 

２ 未支給の補償の種類 年金たる補償のとき
は年金証書の番号  第    号 

３ 未支給の補償請求額 円 

４ 
添付する書類その他の

資料名 

 

 

５ 振 込 先 銀行    支店 
 

※受  理 年  月  日 

送
金
希
望
の
場
合 

預金科目 □普通預金 □当座預金 
 

※決  定 年  月  日 

振
込
口
座 

口座 
番号 

  
※支  払 年  月  日 

預金 
名義者 

  
※決定金額 円 

規格Ａ4   
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（注） 

   １ 請求者は、※印の欄は記入しないこと。 

２ 「５送金希望の場合」の欄は、当該補償の支給が決定されたとき、その支払方

法について、銀行送金を希望する場合に記入すること。 

３ この請求書には、次に掲げる書類又は資料を添付すること。ただし、請求者

が、未支給の補償とあわせて、遺族補償を請求する場合には、当該遺族補償を請

求するために提出すべき書類又は資料については、添付する必要はない。 

（１） 死亡受給権者の死亡診断書、死体検案書、検視調書その他死亡受給権者

の死亡の事実を証明する書類又はその写し 

（２） 未支給の補償が遺族補償年金以外の補償であるときは、次に掲げる書類 

イ 請求者の氏名、本籍及び死亡受給権者との続柄に関し、市町村長又は区

長の発行する証明書（戸籍の謄本又は抄本でもよい。） 

ロ 請求者が死亡受給権者の死亡の当時その者と生計を同じくしていたこと

を認めることのできる書類 

ハ 請求者が、婚姻の届出をしていないが、死亡受給権者の死亡の当時事実

上婚姻関係と同様の事情にあつた者であるときは、その事実を認めること

のできる書類 

（３）  請求者が配偶者以外の者であるときは、他に先順位者のないことを証明

する書類 

（４） 死亡受給権者が、この請求に係る未支給の補償分について、まだ請求を

していなかつたときは、その請求を行うこととした場合に必要な書類その

他の資料 
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   附  則  

 こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。  

 
指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 、 介 護 保 険 施 設 及 び 指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 者 の 指 定 等 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正

す る 規 則 を こ こ に 公 布 し ま す 。  

平 成 三 十 一 年 三 月 十 五 日  

                        三  重  県  知 事   鈴   木   英   敬    

三 重 県 規 則 第 十 号  

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 、 介 護 保 険 施 設 及 び 指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 者 の 指 定 等 に 関 す る 規 則 の 一 部 を

改 正 す る 規 則  

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 、 介 護 保 険 施 設 及 び 指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 者 の 指 定 等 に 関 す る 規 則 （ 平 成 十 一 年

三 重 県 規 則 第 九 十 三 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

第 一 号 様 式 を 次 の よ う に 改 め る 。  
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第 1号様式（第 2条関係） 

 

指定居宅サービス事業者・介護保険施設・ 

指定介護予防サービス事業者指定（許可）申請書 

年  月  日   

  三重県知事 宛て 

所在地                     

申請者 名 称                     

代表者氏名               印   

  介護保険法に規定する事業所（施設）に係る指定（許可）を受けたいので、下記のとおり、関係書類を添えて

申請します。 

申 

請
（ 

開 

設 

）
者 

フ リ ガ ナ  

名 称  

主たる事務所
の 所 在 地 

（〒  ―   ） 

連 絡 先 
電話番号   F A X番号   

E-mail      

法 人 の 種 別   法人所轄庁    

代表者の職名・
氏名・生年月日 

職 名 
 フリガナ   生年月日 

 氏  名    

代表者の住所 
（〒  ―   ） 

指
定
（
許
可
）
を
受
け
よ
う
と
す
る
事
業
所
・
施
設 

フ リ ガ ナ  

名 称  

所 在 地 
（〒  ―   ） 

連 絡 先 電話番号  F A X番号  

 同一所在地において行う事業の種類 実施事業  同一所在地において行う事業の種類 実施事業 

指

定

居

宅

サ

ー

ビ

ス 

訪 問 介 護  

指
定
介
護

予
防
サ

ー
ビ
ス 

  

訪 問 入 浴 介 護  介 護 予 防 訪 問 入 浴 介 護  

訪 問 看 護  介 護 予 防 訪 問 看 護  

訪 問 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン  介護予防訪問リハビリテーション  

居 宅 療 養 管 理 指 導  介 護 予 防 居 宅 療 養 管 理 指 導  

通 所 介 護    

通 所 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン  介護予防通所リハビリテーション  

短 期 入 所 生 活 介 護  介 護 予 防 短 期 入 所 生 活 介 護  

短 期 入 所 療 養 介 護  介 護 予 防 短 期 入 所 療 養 介 護  

特 定 施 設 入 居 者 生 活 介 護  介護予防特定施設入居者生活介護  

福 祉 用 具 貸 与  介 護 予 防 福 祉 用 具 貸 与  

特 定 福 祉 用 具 販 売  特 定 介 護 予 防 福 祉 用 具 販 売  

施 

設 

介 護 老 人 福 祉 施 設  

 介 護 老 人 保 健 施 設  

介 護 医 療 院  

指定（許可）申請をする事業の開始予定年月日 年   月   日 

既に指定（許可）を受けている介護保険事業所番号 ２ ４         

申 請 書 の 作 成 担 当 者 
氏名・電話番号・FAX番号 

 

 備考 １ 「法人の種別」欄は、申請者が法人である場合に、「社会福祉法人」「医療法人」「一般社団法人」「一般

財団法人」「株式会社」等の別を記入してください。 

    ２ 「法人所轄庁」欄は、申請者が認可法人である場合に、その主務官庁の名称を記載してください。 

    ３ 「実施事業」欄は、今回申請する事業に「○」を記入してください。 

    ４ 「既に指定（許可）を受けている介護保険事業所番号」が複数ある場合には、指定（許可）を受けよう

とする事業所・施設の所在地と同一敷地内にて、指定又は許可を受けた介護保険事業所番号を記載してく

ださい。 

（規格Ａ4版）  
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第 三 号 様 式 及 び 第 四 号 様 式 を 次 の よ う に 改 め る 。  
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第 3号様式（第 2条関係） 

 

指定居宅サービス事業者・介護保険施設 ・ 

指定介護予防サービス事業者指定（許可）更新申請書 

年  月  日   

  三重県知事 宛て 

所在地                     

申請者 名 称                     

代表者氏名               印   

  介護保険法に規定する事業所（施設）に係る指定（許可）の更新を受けたいので、下記のとおり、関係書類を添

えて申請します。 

申 

請
（ 

開 

設 

）
者 

フ リ ガ ナ  

名 称  

主たる事務所
の 所 在 地 

（〒  ―   ） 

連 絡 先 
電話番号   F A X番号   

E-mail      

代表者の職名・
氏名・生年月日 

職 名 
 フリガナ   生年月日 

 氏  名    

代表者の住所 
（〒  ―   ） 

指
定
（
許
可
）
更
新
を
受
け
よ
う
と
す
る
事
業
所
・
施
設 

フ リ ガ ナ  

名 称  

所 在 地 
（〒  ―   ） 

連 絡 先 電話番号  F A X番号  

 事業の種類 実施事業  事業の種類 実施事業 

指

定

居

宅

サ

ー

ビ

ス 

訪 問 介 護  

指
定
介
護

予
防
サ

ー
ビ
ス 

  

訪 問 入 浴 介 護  介 護 予 防 訪 問 入 浴 介 護  

訪 問 看 護  介 護 予 防 訪 問 看 護  

訪 問 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン  介護予防訪問リハビリテーション  

居 宅 療 養 管 理 指 導  介 護 予 防 居 宅 療 養 管 理 指 導  

通 所 介 護    

通 所 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン  介護予防通所リハビリテーション  

短 期 入 所 生 活 介 護  介 護 予 防 短 期 入 所 生 活 介 護  

短 期 入 所 療 養 介 護  介 護 予 防 短 期 入 所 療 養 介 護  

特 定 施 設 入 居 者 生 活 介 護  介護予防特定施設入居者生活介護  

福 祉 用 具 貸 与  介 護 予 防 福 祉 用 具 貸 与  

特 定 福 祉 用 具 販 売  特 定 介 護 予 防 福 祉 用 具 販 売  

施 

設 

介 護 老 人 福 祉 施 設  

 
介 護 老 人 保 健 施 設  

介 護 療 養 型 医 療 施 設  

介 護 医 療 院  

介護保険事業所番号 ２ ４         （更新を受けようとする事業所番号を記入） 

現に指定（許可）を受けている事業所の有効期間満了日 年   月   日 

更新年月日（有効期間満了日の翌日を記入） 年   月   日 

申 請 書 の 作 成 担 当 者 

氏名・電話番号・FAX番号 
 

 備考 １ 各サービスごとに作成してください。 

    ２ 「実施事業」欄は、該当する事業に「○」を記入してください。 

（規格Ａ4版）  
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第 4号様式（第 2条関係） 
 

変 更 届 出 書 

年  月  日   

  三重県知事 宛て 

所在地                

開設者 名 称                

代表者氏名          印   

  次のとおり指定を受けた内容を変更しましたので届け出ます。 

介 護 保 険 事 業 所 番 号 ２ ４         

指 定 内 容 を 変 更 し た 事 業 所 （ 施 設 ） 
名 称 

所在地 

サ ー ビ ス の 種 類 
□介護予防事業を含む 

変 更 が あ っ た 事 項 変 更 の 内 容 
１ 事業所（施設）の名称 （変更前） 
２ 事業所（施設）の所在地、電話番号・FAX番号 
３ 開設者（法人）の名称、 

主たる事務所の所在地、電話番号・FAX番号 
４ 代表者（開設者）の氏名、生年月日及び住所 
５ 登記事項証明書・条例等（当該事業に関するも

のに限る。） 
６ 事業所（施設）の建物の構造、専用区画等 

７ 備品（(介護予防)訪問入浴介護事業者に限
る。） 

８ 
事業所（施設）の管理者の氏名、生年月日及び
住所（介護老人保健施設及び介護医療院を除
く。） 

９ サービス提供責任者の氏名、生年月日、住所及
び経歴 

10 運営規程 （変更後） 
11 協力医療機関（病院）・協力歯科医療機関 
12 事業所の種別 
13 提供する居宅療養管理指導の種類 
14 事業実施形態（本体施設が特別養護老人ホーム

の場合の単独型・空床利用型・併設型の別） 
15 利用者、入所者又は入院患者の定員 
16 介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医

療院、病院等との連携・支援体制 
17 福祉用具の保管・消毒方法（委託している場合

にあっては、委託先の状況） 
18 併設施設の状況等 
19 介護支援専門員の氏名及びその登録番号 
20 その他 

変  更  年  月  日       年  月  日 
届 出 書 の 作 成 担 当 者 
氏名・電話番号・FAX番号 

 

備考 １ 該当項目番号に○を付けてください。 
   ２ 変更内容が分かる書類を付けてください。 
   ３ 「サービスの種類」について、介護予防事業も一体的に変更する場合は、□にレ点を付けてください。 

（規格Ａ4版）  
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   附  則  

１  こ の 規 則 は 、 平 成 三 十 一 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。  
２  こ の 規 則 の 施 行 の 際 、 現 に 改 正 前 の 指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 、 介 護 保 険 施 設 及 び 指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業

者 の 指 定 等 に 関 す る 規 則 に 基 づ い て 提 出 さ れ て い る 申 請 書 そ の 他 の 書 類 は 、 改 正 後 の 指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 、

介 護 保 険 施 設 及 び 指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 者 の 指 定 等 に 関 す る 規 則 に 基 づ い て 提 出 さ れ た 申 請 書 そ の 他 の 書

類 と み な す 。  

 

障 が い の 有 無 に か か わ ら ず 誰 も が 共 に 暮 ら し や す い 三 重 県 づ く り 条 例 施 行 規 則 を こ こ に 公 布 し ま す 。  

平 成 三 十 一 年 三 月 十 五 日  

三  重  県 知  事   鈴   木   英   敬  

三 重 県 規 則 第 十 一 号  

障 が い の 有 無 に か か わ ら ず 誰 も が 共 に 暮 ら し や す い 三 重 県 づ く り 条 例 施 行 規 則  

（ 趣 旨 ）  

第 一 条  こ の 規 則 は 、 障 が い の 有 無 に か か わ ら ず 誰 も が 共 に 暮 ら し や す い 三 重 県 づ く り 条 例 （ 平 成 三 十 年 三 重 県

条 例 第 六 十 九 号 。 以 下 「 条 例 」 と い う 。 ） の 施 行 に 関 し 必 要 な 事 項 を 定 め る も の と す る 。  

（ 助 言 又 は あ っ せ ん の 申 立 て ）  

第 二 条  条 例 第 十 八 条 第 一 項 の 助 言 又 は あ っ せ ん の 申 立 て を し よ う と す る 者 は 、 助 言 （ あ っ せ ん ） 申 立 書 （ 第 一

号 様 式 ） を 知 事 に 提 出 す る も の と す る 。 た だ し 、 当 該 申 立 て を 行 う 者 （ 以 下 「 申 立 人 」 と い う 。 ） が 書 面 に よ る

申 立 て を 行 う こ と が で き な い こ と に つ い て 相 当 の 理 由 が あ る と 認 め ら れ る 場 合 は 、 口 頭 で 行 う こ と が で き る 。  

２  申 立 人 は 、 必 要 に 応 じ て 、 前 項 の 書 面 に 加 え 、 助 言 又 は あ っ せ ん の 参 考 と な る 事 項 に 関 す る 書 類 、 記 録 そ の

他 の 資 料 を 提 出 す る こ と が で き る 。  

３  知 事 の 指 名 す る 職 員 は 、 第 一 項 た だ し 書 の 規 定 に よ る 口 頭 で の 申 立 て の 場 合 に は 、 当 該 申 立 て を 録 取 し な け

れ ば な ら な い 。 こ の 場 合 に お い て 、 当 該 職 員 は 、 録 取 し た 書 面 を 、 申 立 人 に 読 み 聞 か せ る 等 の 方 法 に よ り 誤 り

の な い こ と を 確 認 し 、 申 立 人 に 署 名 又 は 記 名 押 印 を 求 め な け れ ば な ら な い 。  

（ 助 言 又 は あ っ せ ん に 関 す る 手 続 の 手 段 ）  

第 三 条  知 事 は 、 条 例 第 十 九 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 助 言 又 は あ っ せ ん に 関 す る 手 続 に 当 た っ て は 、 書 面 を 作 成 し

た 上 で 、 必 要 と さ れ る 意 思 疎 通 の た め の 手 段 に よ り 行 う も の と す る 。  

 （ 助 言 又 は あ っ せ ん の 開 始 ）  

第 四 条  知 事 は 、 条 例 第 十 九 条 第 一 項 の 助 言 又 は あ っ せ ん を 行 う と き は 、 速 や か に 、 申 立 人 及 び 差 別 事 案 の 相 手

方 に 対 し て 、 そ の 旨 を 書 面 に よ り 通 知 す る も の と す る 。  

（ あ っ せ ん 案 の 提 示 ）  

第 五 条  知 事 は 、 条 例 第 十 九 条 第 一 項 の あ っ せ ん に 当 た っ て は 、 あ っ せ ん 案 を 作 成 し 、 こ れ を 申 立 人 及 び 差 別 事

案 の 相 手 方 に 提 示 す る も の と す る 。 こ の 場 合 に お い て 、 あ っ せ ん 案 の 提 示 は 、 次 に 掲 げ る 事 項 を 記 載 し た 書 面

を 申 立 人 及 び 差 別 事 案 の 相 手 方 に 送 付 す る こ と に よ り 行 う も の と す る 。  

一  当 該 あ っ せ ん 案 の 内 容 及 び そ の 理 由  

二  当 該 あ っ せ ん 案 に 対 す る 諾 否 の 応 答 を す べ き 期 限 及 び そ の 方 法  

三  そ の 他 参 考 と な る べ き 事 項  

（ あ っ せ ん 受 諾 の 通 知 ）  

第 六 条  知 事 は 、 前 条 の あ っ せ ん 案 を 申 立 人 及 び 差 別 事 案 の 相 手 方 双 方 が 受 諾 し た と き は 、 速 や か に 、 申 立 人 及

び 差 別 事 案 の 相 手 方 に 対 し て 、 そ の 旨 を 書 面 に よ り 通 知 す る も の と す る 。  

（ 助 言 又 は あ っ せ ん の 不 実 施 ）  

第 七 条  知 事 は 、 条 例 第 十 九 条 第 一 項 た だ し 書 の 助 言 又 は あ っ せ ん を 行 う こ と が 適 当 で な い と 判 断 し た と き は 、

速 や か に 、 申 立 人 に 対 し て 、 そ の 旨 及 び そ の 理 由 を 書 面 に よ り 通 知 す る も の と す る 。  

（ 助 言 又 は あ っ せ ん に 係 る 調 査 ）  

第 八 条  知 事 は 、 条 例 第 十 九 条 第 二 項 の 調 査 に 当 た っ て は 、 申 立 人 、 差 別 事 案 の 相 手 方 そ の 他 の 関 係 人 に 対 し 、

説 明 又 は 資 料 の 提 出 を 求 め る こ と が で き る 。  

２  前 項 の 規 定 に よ る 求 め は 、 書 面 に よ り 行 う も の と す る 。  

（ あ っ せ ん の 打 切 り ）  

第 九 条  知 事 は 、 条 例 第 十 九 条 第 五 項 の 規 定 に よ り あ っ せ ん を 打 ち 切 っ た と き は 、 速 や か に 、 申 立 人 及 び 差 別 事

案 の 相 手 方 に 対 し て 、 そ の 旨 及 び そ の 理 由 を 書 面 に よ り 通 知 す る も の と す る 。  
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（ 勧 告 の 方 式 ）  

第 十 条  知 事 は 、 条 例 第 二 十 一 条 の 規 定 に よ る 勧 告 （ 以 下 「 勧 告 」 と い う 。 ） を 行 う に 当 た っ て は 、 次 に 掲 げ る 事

項 を 記 載 し た 書 面 に よ り 行 う も の と す る 。  
一  条 例 第 十 九 条 第 一 項 の 助 言 又 は あ っ せ ん に 従 わ な い 者 の 氏 名 及 び 住 所 （ 法 人 そ の 他 の 団 体 に あ っ て は 、 そ

の 名 称 及 び 代 表 者 の 氏 名 並 び に 主 た る 事 務 所 の 所 在 地 ）  

二  勧 告 の 原 因 と な る 事 実  

三  勧 告 の 内 容  

四  そ の 他 知 事 が 必 要 と 認 め る 事 項  

（ 意 見 聴 取 の 通 知 ）  

第 十 一 条  知 事 は 、 条 例 第 二 十 二 条 の 規 定 に よ り 意 見 の 聴 取 を 行 う に 当 た っ て は 、 意 見 の 聴 取 を 行 う べ き 期 日 ま

で に 相 当 な 期 間 を お い て 、 勧 告 の 対 象 と な る 者 に 対 し 、 次 に 掲 げ る 事 項 を 書 面 に よ り 通 知 し な け れ ば な ら な い 。  

 一  予 定 さ れ る 勧 告 の 内 容 及 び 根 拠 と な る 条 例 の 条 項  

 二  勧 告 の 原 因 と な る 事 実  

 三  意 見 の 聴 取 の 期 日 及 び 場 所  

（ 代 理 人 の 選 任 等 ）  

第 十 二 条  前 条 の 規 定 に よ る 通 知 を 受 け た 者 （ 以 下 「 勧 告 対 象 者 」 と い う 。 ） は 、 代 理 人 を 選 任 す る こ と が で き る 。  

２  代 理 人 は 、 各 自 、 勧 告 対 象 者 の た め に 、 意 見 の 陳 述 に 関 す る 一 切 の 行 為 を す る こ と が で き る 。  

３  勧 告 対 象 者 は 、 第 一 項 の 規 定 に よ り 代 理 人 を 選 任 し た と き は 、 速 や か に 、 代 理 人 選 任 届 出 書 （ 第 二 号 様 式 ）

に よ り 、 そ の 旨 を 知 事 に 届 け 出 な け れ ば な ら な い 。  

４  勧 告 対 象 者 は 、 第 一 項 の 規 定 に よ り 選 任 し た 代 理 人 が そ の 資 格 を 失 っ た と き は 、 速 や か に 、 代 理 人 資 格 喪 失

届 出 書 （ 第 三 号 様 式 ） に よ り 、 そ の 旨 を 知 事 に 届 け 出 な け れ ば な ら な い 。  

（ 意 見 陳 述 の 機 会 の 付 与 ）  

第 十 三 条  勧 告 対 象 者 又 は そ の 代 理 人 は 、 意 見 の 陳 述 の 期 日 に 出 向 い て 意 見 を 述 べ 、 及 び 証 拠 書 類 又 は 証 拠 物 （ 以

下 「 証 拠 書 類 等 」 と い う 。 ） を 提 出 し 、 又 は 意 見 の 陳 述 の 期 日 に 出 向 く こ と に 代 え て 意 見 書 （ 第 四 号 様 式 ） 及 び

証 拠 書 類 等 を 提 出 す る こ と が で き る 。  

２  知 事 は 、 勧 告 対 象 者 又 は 代 理 人 が 意 見 の 陳 述 の 期 日 に 出 向 く こ と を せ ず 、 又 は 意 見 書 及 び 証 拠 書 類 等 を 提 出

し な い と き は 、 意 見 が な か っ た も の と し て 取 り 扱 う こ と が で き る 。  

（ 意 見 陳 述 の 期 日 等 の 変 更 ）  

第 十 四 条  勧 告 対 象 者 又 は そ の 代 理 人 は 、 病 気 そ の 他 の や む を 得 な い 理 由 が あ る 場 合 に は 、 知 事 に 対 し 、 意 見 陳

述 期 日 等 変 更 申 出 書 （ 第 五 号 様 式 ） に よ り 、 意 見 の 陳 述 の 期 日 又 は 場 所 の 変 更 を 申 し 出 る こ と が で き る 。  

２  知 事 は 、 前 項 の 規 定 に よ る 申 出 又 は 職 権 に よ り 、 意 見 の 聴 取 の 期 日 又 は 場 所 を 変 更 す る こ と が で き る 。  

３  知 事 は 、 前 項 の 規 定 に よ り 意 見 の 聴 取 の 期 日 若 し く は 場 所 を 変 更 し た と き 、 又 は 第 一 項 の 規 定 に よ る 申 出 を

受 け た 場 合 に お い て 意 見 の 聴 取 の 期 日 若 し く は 場 所 を 変 更 し な か っ た と き は 、 速 や か に 、 そ の 旨 を 勧 告 対 象 者

又 は そ の 代 理 人 に 書 面 に よ り 通 知 す る も の と す る 。  

（ 助 言 又 は あ っ せ ん の 状 況 の 公 表 事 項 ）  

第 十 五 条  知 事 は 、 条 例 第 二 十 三 条 に 規 定 す る 助 言 又 は あ っ せ ん の 状 況 の 公 表 に 当 た っ て は 、 次 に 掲 げ る 事 項 に

よ り 行 う も の と す る 。  

 一  助 言 又 は あ っ せ ん の 申 立 て 内 容  

 二  助 言 又 は あ っ せ ん の 実 施 に 至 る 調 査 経 過  

 三  助 言 又 は あ っ せ ん の 実 施 内 容  

（ 三 重 県 障 が い 者 差 別 解 消 調 整 委 員 会 ）  

第 十 六 条  三 重 県 障 が い 者 差 別 解 消 調 整 委 員 会 （ 以 下 「 調 整 委 員 会 」 と い う 。 ） に 会 長 を 置 き 、 委 員 の 互 選 に よ っ

て 定 め る 。  

２  会 長 は 、 会 務 を 総 理 す る 。  

３  会 長 に 事 故 が あ る と き は 、 会 長 が あ ら か じ め 指 名 す る 委 員 が 、 そ の 職 務 を 代 理 す る 。  

（ 会 議 ）  

第 十 七 条  調 整 委 員 会 の 会 議 は 、 会 長 が 招 集 し 、 会 長 が 議 長 と な る 。  

２  調 整 委 員 会 の 会 議 は 、 委 員 の 二 分 の 一 以 上 が 出 席 し な け れ ば 開 く こ と が で き な い 。  

３  調 整 委 員 会 の 議 事 は 、 出 席 委 員 の 過 半 数 で 決 し 、 可 否 同 数 の 場 合 に は 、 議 長 の 決 す る と こ ろ に よ る 。  

（ 会 議 の 非 公 開 ）  
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第 十 八 条  調 整 委 員 会 は 、 原 則 非 公 開 と す る 。 た だ し 、 調 整 委 員 会 が 認 め た と き は 、 公 開 す る こ と が で き る 。  

（ 庶 務 ）  
第 十 九 条  調 整 委 員 会 の 庶 務 は 、 子 ど も ・ 福 祉 部 に お い て 処 理 す る 。  

（ 会 長 へ の 委 任 ）  

第 二 十 条  こ の 規 則 に 定 め る も の の ほ か 、 調 整 委 員 会 の 運 営 に 関 し 必 要 な 事 項 は 、 会 長 が 調 整 委 員 会 に は か っ て

定 め る 。  

附  則  

こ の 規 則 は 、 平 成 三 十 一 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。  
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第 1号様式（第 2条関係） 

 

助言（あっせん）申立書 

 

年  月  日 
 

三重県知事 宛て 

                        申立人 住  所 

氏  名          ㊞ 

 

法人その他の団体にあっては、 

主たる事務所の所在地、名称 

及び代表者の氏名 

 

電話番号 
 

 障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやすい三重県づくり条例（平成30年三重県条例

第69号。以下「条例」という。）第18条第１項の規定により、次のとおり 
助 言
あっせん

 の申立て

をします。 

 

１ 差別を受けたとされる者 

（１）住所 

（２）氏名 

（３）申立人との関係 

 

２ 差別をしたとされる者 

（１）住所（法人その他の団体にあっては、主たる事務所の所在地） 

（２）氏名（法人その他の団体にあっては、その名称及び代表者の氏名） 

 

３ 差別事案の概要 

 

４ 相談の状況 

（１）相談を行った日 

（２）相談を行った県の機関 

 

５ 求める助言又はあっせんの内容 

 

６ その他参考となる事項 

 

 

注１ 個人の場合にあっては、氏名を自署した場合は、押印を省略することができます。 

２ 不要な文字は、抹消してください。 
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第 2号様式（第 12条関係） 

 

代理人選任届出書 

 

年  月  日  

 

 三重県知事 宛て 

 

住  所              

氏  名           ㊞  

 

法人その他の団体にあっては、 

主たる事務所の所在地、名称 

及び代表者の氏名 

 

電話番号              

 

 

 次の者を代理人として選任したので、障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやす

い三重県づくり条例施行規則第12条第３項の規定により届け出ます。 

 

意 見 聴 取 の 通 知 文 書 の 

番 号 及 び 日 付 

         第     号 

         年  月  日 

代 理 人 の 住 所 

及 び 連 絡 先 

住所 

 

 

連絡先（電話番号） 

代 理 人 の 氏 名  

勧告の対象となる者との関係  

注 個人の場合にあっては、氏名を自署した場合は、押印を省略することができます。 
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第 3号様式（第 12条関係） 

 

代理人資格喪失届出書 

 

年  月  日  

 

 三重県知事 宛て 

 

住  所              

氏  名           ㊞  

 

法人その他の団体にあっては、 

主たる事務所の所在地、名称 

及び代表者の氏名 

 

電話番号              

 

 

 次の代理人がその資格を失ったので、障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやす

い三重県づくり条例施行規則第12条第４項の規定により届け出ます。 

 

意 見 聴 取 の 通 知 文 書 の 

番 号 及 び 日 付 

         第     号 

         年  月  日 

代 理 人 の 住 所 

及 び 連 絡 先 

住所 

 

 

連絡先（電話番号） 

代 理 人 の 氏 名  

注 個人の場合にあっては、氏名を自署した場合は、押印を省略することができます。 
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第 4号様式（第 13条関係） 

 

意    見    書 

 

年  月  日  

 

 三重県知事 宛て 

 

住  所              

氏  名           ㊞  

 

法人その他の団体にあっては、 

主たる事務所の所在地、名称 

及び代表者の氏名 

 

電話番号              

 

 

 障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやすい三重県づくり条例施行規則第13条の

規定により、次のとおり意見を述べます。 

 

１ 意見聴取の通知文書の番号及び日付 

   第     号 

   年  月  日 

 

２ 予定される勧告の内容及び勧告の原因となる事実についての意見 

 

３ その他参考となる事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 個人の場合にあっては、氏名を自署した場合は、押印を省略することができます。 
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第 5号様式（第 14条関係） 

 

意見陳述期日等変更申出書 

 

年  月  日 

 三重県知事 宛て 

 

住  所              

氏  名           ㊞  

 

法人その他の団体にあっては、 

主たる事務所の所在地、名称 

及び代表者の氏名 

 

電話番号              

 

 

 障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやすい三重県づくり条例施行規則第14条第

１項の規定により、次のとおり意見の陳述の期日又は場所の変更を申し出ます。 

 

意 見 聴 取 の 通 知 文 書 の 

番 号 及 び 日 付 

        第     号 

        年  月  日 

変更申出事項 

変 更 前 

期 日 年  月  日    時  分  

場 所  

変 更 希 望 

期 日 年  月  日    時  分  

場 所  

変 更 申 出 の 理 由 

 

注 個人の場合にあっては、氏名を自署した場合は、押印を省略することができます。 
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告 示 

 

三重県告示第 149 号 

 次のとおり救急病院等を定める省令（昭和 39 年厚生省令第 8 号）第 1 条第 1 項に規定する救急業務に関し協

力する旨の申出が撤回されました。 

  平成 31 年 3 月 15 日 

三 重 県 知 事  鈴  木  英  敬   

救急病院の名称 救急病院の所在地 救急病院に該当しなくなる日 

医療法人誠会 山崎病院 桑名市大字江場 1365 番地 平成 31 年 3 月 31 日 

 

三重県告示第 150 号 

大規模小売店舗立地法（平成 10 年法律第 91 号）第 6 条第 1 項の規定による届出（大規模小売店舗において小

売業を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名の変更）に対して同法第 8 条第 1 項の

規定により明和町から聴取した意見の概要について、同条第 3 項の規定により公告します。 

  平成 31 年 3 月 15 日 

三 重 県 知 事  鈴  木  英  敬 

1  大規模小売店舗の名称及び所在地 

ブライトガーデン明和 

  多気郡明和町大字中村字宇路津 1266-1 ほか 13 筆 

2  明和町から聴取した意見 

意見なし 

3  意見の縦覧場所 

三重県雇用経済部中小企業・サービス産業振興課 

4  意見の縦覧の期間及び時間 

平成 31 年 3 月 15 日から同年 4 月 15 日まで 

開庁日の午前 9 時から午後 5 時まで 

 

三重県告示第 151 号 

大規模小売店舗立地法（平成 10 年法律第 91 号）第 6 条第 1 項の規定による届出（大規模小売店舗の名称及び

所在地並びに大規模小売店舗を設置する者及び大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所

並びに法人にあっては代表者の氏名の変更）に対して同法第 8 条第 1 項の規定により玉城町から聴取した意見の

概要について、同条第 3 項の規定により公告します。 

  平成 31 年 3 月 15 日 

三 重 県 知 事  鈴  木  英  敬 

1  大規模小売店舗の名称及び所在地 

ザ・ビッグエクストラ玉城店 

  度会郡玉城町世古字小垣内 335-2 

2  玉城町から聴取した意見 

意見なし 

3  意見の縦覧場所 

三重県雇用経済部中小企業・サービス産業振興課 

4  意見の縦覧の期間及び時間 

平成 31 年 3 月 15 日から同年 4 月 15 日まで 

開庁日の午前 9 時から午後 5 時まで 
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人 事 委 告 示 

 

三重県人事委員会告示第 2 号 

 口頭により開示請求をすることができる個人情報の指定(平成 14 年三重県人事委員会告示第 4 号)の一部を次

のように改正し、平成 31 年 4 月 1 日以降に実施する試験等から適用します。 

  平成 31 年 3 月 15 日 

三重県人事委員会委員長  竹  川  博  子   

 表を次のように改める。 

試験等の名称 内容 期間 場所 備考 

1  三重県職員採用

候補者Ａ試験、Ｂ
試験、Ｃ試験及び
民間企業等職務経

験者試験 
2  市町立小中学校

職員採用候補者Ｂ

試験及びＣ試験 

1  第 1 次試験の試験種目ごと
の得点 

2  総合得点 
3  総合順位又は基準点に満た

なかった試験種目 

第 1 次試験合格発
表の日から起算し

て 1 年間 

三重県人事委員会
事務局 

第 1 次試験の不合
格者に限る。 

1  第 1 次試験及び第 2 次試験

の試験種目ごとの得点 
2  総合得点 
3  総合順位又は基準点に満た

なかった試験種目 
4  適性検査の適否 

第 2 次試験合格発

表の日から起算し
て 1 年間 

同上 第 3 次試験を行う

試験にあっては、
第 2 次試験の不合
格者に限る。 

1  第 1 次試験、第 2 次試験及
び第 3 次試験の試験種目ごと

の得点 
2  総合得点 
3  総合順位又は基準点に満た

なかった試験種目 
4  適性検査の適否 

第 3 次試験合格発
表の日から起算し

て 1 年間 

同上  

三重県警察官採用候

補者試験 

1  第 1 次試験の試験種目ごと
の得点 

2  総合得点 
3  総合順位又は基準点に満た

なかった試験種目 

第 1 次試験合格発
表の日から起算し

て 1 年間 

三重県人事委員会
事務局 

第 1 次試験の不合
格者に限る。 

1  第 1 次試験及び第 2 次試験

の試験種目ごとの得点 
2  総合得点 
3  総合順位又は基準点に満た

なかった試験種目 
4  身体検査の適否 
5  適性検査の適否 

第 2 次試験合格発

表の日から起算し
て 1 年間 

同上  

1  身体障がい者を
対象とした三重県
職員採用選考 

2  身体障がい者を
対象とした市町立
小中学校職員採用

選考 

1  第 1 次選考の試験種目ごと

の得点 
2  総合得点 
3  総合順位又は基準点に満た

なかった試験種目 

第 1 次選考合格発

表の日から起算し
て 1 年間 

三重県人事委員会

事務局 

第 1 次選考の不合

格者に限る。 

1  第 1 次選考及び第 2 次選考
の試験種目ごとの得点 

2  総合得点 

3  総合順位又は基準点に満た
なかった試験種目 

4  適性検査の適否 

第 2 次選考合格発
表の日から起算し
て 1 年間 

同上  

 

 

 

 

 

 平成 30 年度後期技能検定特級、1 級、2 級及び 3 級に合格した者は、次のとおりです。 

平成 31 年 3 月 15 日 

                                               三 重 県 知 事  鈴  木  英  敬 

公 告 
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「次」は省略し、合格者の受検番号を三重県職業能力開発協会（津市栄町 1 丁目 954 番地 三重県栄町庁舎 4

階）に備え置いて縦覧に供します。 

 

測量法（昭和 24 年法律第 188 号）第 39 条において準用する同法第 14 条第 2 項の規定により、次の公共測量

が平成 31 年 3 月 5 日に終了した旨、三重県松阪建設事務所長から通知がありました。 

  平成 31 年 3 月 15 日 

三 重 県 知 事  鈴  木  英  敬   

1   作業種類 

  公共測量（砂防基盤図作成） 

2  作業地域 

松阪市辻原町及び同市阪内町 

 

 都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第 29 条第 1 項の規定により許可しました開発行為に関する工事は、次 

のとおり完了しました。 

平成 31 年 3 月 15 日 

                             三 重 県 知 事  鈴  木  英  敬 

工事完了年月日 開発区域又は工区に含まれる地域の名称 許可を受けた者の住所及び氏名 

平成 31 年 
2 月 22 日 

松阪市山室町字日要 693-4 の一部ほか 2 筆 
松阪市駅部田町 1619-45 
医療法人松徳会 

理事長 松 本 隆 史 

平成 31 年 
2 月 28 日 

伊勢市小俣町元町 104 

松阪市西町 283-1 

創和不動産株式会社 
代表取締役 世 古 政 弘 

平成 31 年 
2 月 28 日 

伊勢市小俣町湯田 449 ほか 1 筆 
松阪市曽原町 146 
賀 川 越 子 

平成 31 年 
2 月 28 日 

伊賀市野村字安田 35-1 ほか 7 筆ほか 
東京都品川区大崎 1 丁目 11-2 
株式会社ローソン 

代表取締役 竹 増 貞 信 

平成 31 年 
3 月 4 日 

三重郡朝日町大字柿三之坪 461-1 ほか 1 筆 

桑名市赤尾台 1 丁目 25 ヒルサイドテラスＭ
ＩＤ201 
有限会社プロシード 

取締役 水 野 太 喜 

平成 31 年 
3 月 5 日 

桑名郡木曽岬町大字源緑輪中 1069-3 ほか 1 筆の一
部 

桑名郡木曽岬町大字西対海地 251 

木曽岬町 
木曽岬町長 加 藤  隆 

 

 

 

 

 

 2019 年度三重県警察官Ａ採用候補者試験（1 回目）を次のとおり実施します。 

  平成 31 年 3 月 15 日 

三重県人事委員会委員長  竹  川  博  子 

1  試験区分及び採用予定数 

試 験 区 分 採 用 予 定 数 

警察官Ａ 

男性 約 39 名 

女性 約 4 名 

語学 ポルトガル語 約 1 名 

武道 

柔道 
男性 約 1 名 

女性 約 1 名 

剣道 
男性 約 1 名 

女性 約 1 名 

  

人 事 委 公 告 
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情報技術 約 1 名 

2  職務内容 

個人の生命、身体及び財産の保護、犯罪の予防、鎮圧及び捜査、被疑者の逮捕、交通の取締りその他公共

の安全と秩序の維持に関する業務に従事します。 

3  給与 

この試験に合格し、採用された場合には、職員の給与に関する条例（昭和 29 年三重県条例第 67 号）の規

定に基づく給料及び諸手当が支給されます。 

4  受験資格 

(1) 昭和 62 年 4 月 2 日以降に生まれた人（「男性」「武道（柔道）男性」及び「武道（剣道）男性」にあっ

ては男性、「女性」「武道（柔道）女性」及び「武道（剣道）女性」にあっては女性とします。）で、次

に掲げるもの 

ア  学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）による大学（短期大学を除きます。 ）を卒業した人及び 2020 年

3 月 31 日までに卒業する見込みの人 

イ  三重県人事委員会がアに掲げる人と同等の資格があると認める人 

(2) 次のいずれかに該当する人は受験できません。 

ア  日本の国籍を有しない人 

イ  地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）第 16 条に規定する欠格条項に該当する人 

5  第 1 次試験 

(1) 試験種目 

警察官Ａ（男性・女性） 教養試験及び体力試験Ⅰ 

警察官Ａ（語学）    教養試験、体力試験Ⅰ及び専門試験Ⅰ 

警察官Ａ（武道）    教養試験、体力試験Ⅰ及び実技試験 

警察官Ａ（情報技術）  教養試験、体力試験Ⅰ及び専門試験Ⅰ 

なお、特定の資格を有する人に資格加点があります。 

(2) 試験日 

2019 年 5 月 12 日（日） 

(3) 試験会場 

ア  警察官Ａ（男性・女性） 

三重県立看護大学（津市夢が丘 1 丁目 1 番地 1） 

イ  警察官Ａ（語学・武道・情報技術） 

三重県警察本部（津市栄町 1 丁目 100 番地） 

6  第 2 次試験 

第 1 次試験合格者について次により行います。 

(1) 試験種目 

警察官Ａ（男性・女性・武道・情報技術） 論文試験、人物試験、体力試験Ⅱ、適性検査及び身体検査 

警察官Ａ（語学） 専門試験Ⅱ、論文試験、人物試験、体力試験Ⅱ、適性検査及び身体検査 

(2) 試験日及び試験会場 

2019 年 6 月 11 日（火）から同年 7 月 5 日（金）までの指定する日 

第 1 次試験合格通知で指定する場所 

7  受験申込書の配布場所 

三重県人事委員会事務局、三重県庁総合案内、各地域防災総合事務所、各地域活性化局、三重県志摩建設 

事務所、三重県東京事務所、三重県関西事務所、三重県警察本部警務部警務課及び三重県内の各警察署 

8  受験申込書の提出先 

三重県人事委員会事務局 

9  受験申込書の受付期間 

2019 年 3 月 15 日（金）から同年 4 月 17 日（水）までとします。 

なお、郵送による申込みは、2019 年 4 月 17 日の消印のあるものまでを有効とし、インターネットによる申

込みは、2019 年 4 月 17 日正午までに県サーバへ記録がされたものまでを有効とします。 

10 採用 
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この試験の合格者は、三重県警察官採用候補者名簿に登載され、その中から採用者が決定されます。 

採用の時期は、原則として 2020 年 4 月 1 日の予定です。 

11 その他 

(1) 警察官Ａ（男性）については、この試験と同時に、大阪府の警察官（巡査）の採用候補者試験を共同で行

います。 

なお、大阪府の採用予定数は、約 3 名です。 

(2) この試験の受験資格、受験手続、試験方法等の詳細については、受験申込書の配布場所で配布する受験案

内を参照してください。 

(3) この試験についての問い合わせは、三重県人事委員会事務局（〒514-0004 津市栄町 1 丁目 891 番地 三

重県勤労者福祉会館内 電話 059-224-2932）へしてください。 
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発行  三  重  県 

三重県津市広明町 13 番地 

三重県総務部法務・文書課 

電話 059-224-2163 

三重県公報は三重県ホームページにも掲載しています｡ http://www.pref.mie.lg.jp/ 
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